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○ 県内の治安情勢について 

 

１ 犯罪情勢 

（１）刑法犯認知件数の年次推移 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《令和３年比で増加した主な犯罪》 

・非侵入窃盗その他 1,944 件（＋378 件） 

   ・自転車盗     1,095 件（＋146 件） 

   ・万引き      1,552 件（＋47 件） 

                                          

（２）  茨城県の犯罪率 

 

○ 合計の件数に換算すると、当県の

刑法犯認知件数は全国平均に比べ約

1,400 件多い 

 

 

 

《全国と比較して犯罪率が高い罪種》 ※令和 4 年 1 月～9 月 

 

 

 

 

 

 

 

 

茨城 67,672 24,809 22,550 20,312 16,301 14,277
全国 2,853,739 915,042 817,338 748,559 614,231 568,104
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（３）茨城県の地域性と犯罪傾向 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

２ 交通事故情勢 

（１） 人身交通事故件数の年次推移 

 

○ 平成 12 年をピークに 21 年連続で減少 

○ 令和４年９月末の人身事故発生件数は 4,386 件    

（前年比＋182 件、＋4.3%） 

 

（２）交通事故発生の現状（令和４年９月末） 

  

人身交通事故 物件事故 
発生件数

(件) 死者数(人) 
負傷者数(人) 

発生件数

(件) 負傷者総数

(人)  
重傷者数

(人) 
令和４年 4,386 57 5,409 454 50,699 

  前年比較（増減数） ＋182 ＋1 ＋286 -13 ＋2,972 

令和３年 4,204 56 5,123 467 47,727 

○ 人身交通事故件数、物件事故件数、事故死傷者数はいずれも前年と比較して増加 

○ 1 日当たりで換算すると、人身事故は１６．1 件、死傷者数は２０人、物件事故は１８５．７件 

（県内で毎日２００件以上の交通事故が発生し、２０人の方々が死傷） 

茨城 25,429 9,679 8,682 7,447 6,049 5,929
全国 931,950 472,165 430,601 381,237 309,178 305,196
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○ 治安課題（犯罪・交通事故の抑止）の解決策 

 

１ 基本的な考え方 

ア 県警察は、「公助」として、悪質性の高い犯罪に重点を置いた各種犯罪の捜査・検挙、犯罪・

事故を抑止するためのパトロールや取締り等、第一線警察活動をより一層強化。 

イ 県警察の「公助」と県民による「自助・共助」の相乗効果を発揮することにより、社会全体の、

犯罪・事故・災害に対する「抵抗力」、「免疫力」、有事における「対処能力」を強化。 

ウ 県警察は、県民の「自助・共助」を促進するため、県民に治安情勢や警察の取組等について積

極的に情報発信を推進。また、県民からの通報・情報提供により、「公助」たる第一線警察活動

を効果的に推進。 

 

 

２ 県民の皆様による自助・共助の促進に係る現状と課題 

（１） 侵入窃盗被害防止のための「鍵かけ」 

 

《無施錠で被害にあった割合の推移》 

 
（２）地域における防犯カメラの設置  

ア 市町村の街頭防犯カメラ設置に係る県の補助 

    令和 3 年度 32 市町 120 台補助 

  令和 4 年度 39 市町村 120 台補助 
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イ 自治会等による自主的な防犯カメラ設置の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）ニセ電話詐欺被害防止のための留守番電話設定 

ア 被害者の留守番電話設定状況 

 

○ 留守番電話設定をしていた方が被害にあった理由    

■ 咄嗟に出てしまった １４人   

■ 知人だと思って出た  ４人 

 

 

 

 

 

イ 最近の茨城県と全国のニセ電話詐欺被害認知 

  
令和４年９月末 令和３年９月末 増減 増減率 

認知件数 被害額 

（億円） 認知件数 被害額 

（億円） 件数 被害額 

（億円） 件数 被害額 

（億円） 
ニセ電話詐欺合計 

全国 12,158  246.6  10,757  205.2  1,401  41.4  13.0% 20.2% 
茨城県 177  3.58  201  3.62  -24  -0.04  -11.9% -1.1% 

オレオレ詐欺 

＋ 還付金詐欺 
全国 6,092  121.5  5,237  98.0  855  23.5  16.3% 24.0% 

茨城県 78  1.97  87  1.69  -9  0.28  -10.3% 16.6% 
 

（４）ニセ電話詐欺被害発生の水際阻止  

ア 最近におけるニセ電話詐欺の被害と水際阻止の状況 

  認知件数 阻止件数 阻止率 
令和４年９月末 177 188 51.5% 
令和３年９月末 201 193 49.0% 

イ 県内各金融機関における ATM の振込年齢制限 

   ・ 昨年、還付金詐欺が大幅に増加（令和２年 12 件→令和３年 64 件） 

   ・ 被害者の 89％が 65 歳から 69 歳の年齢 

・ 県内各金融機関に ATM の振込年齢制限を 70 歳から 65 歳へ引き下げを依頼 

年度 自治会名 設置台数
H29 佐貫２丁目自治会 他２自治会 5
R1 佐貫町昭和自治会 他１自治会 3
R2 南が丘自治会 他１自治会 4
R3 野原自治会 他２自治会 4
R4 久保台１〜３ 5

東海村 R2 緑ヶ丘区自治会 5
笠間市 R4 笠間（20区） 他１自治会 4
⽔⼾市 R4 けやき台 5

龍ケ崎市
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（５）「その手で合図！止まってくれてありがとう大作戦」 

ア 信号機のない横断歩道での停止率（JAF 実態調査結果） 

   停止率（％） 順位 全国平均（％) 
令和３年 19.0  42 位 30.6 
令和４年 26.3  40 位 39.8 

○ 令和 4 年は停止率が 7.3 ポイント上昇したが、全国平均よりも低い 

イ 施策開始と停止率増加の推移 

 
○ 停止率大幅増加府県は、令和 2 年に施策を開始し、1 年以上経過してから停止率が上昇 

 

（６）県内企業の技術流出防止  

ア 技術流出の具体的な手口 

 

イ 経済安全保障に係る警察の取組 

・ 技術流出事案の情報収集・分析と違法行為の取締り（警察による「公助」） 

・ 重要な技術情報を保有する企業・アカデミアに技術流出の実態や対策のノウハウにつき情

報提供する「アウトリーチ活動」の推進（警察の企業等の「自助」の支援） 
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○ 警察における犯罪被害者支援について 

 

１ 犯罪被害者支援における警察の役割 

 

 

 

 

 

 

 

２ 犯罪被害者支援に関する主な施策 

(1) 犯罪被害者等への配慮及び情報提供 

○ 性犯罪被害相談ダイヤル「勇気の電話」の運用 

 ・ 24時間365日運用 

・ 女性心理カウンセラーや女性警察官による対応 

・ 平成31年４月からはフリーダイヤル化（℡♯８１０３） 

○ 相談件数の推移と相談者の属性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 主な相談内容 

・ 娘がSNSで知り合った男性と性行為をした 

・ 同僚女性が性被害に遭った 

 ・ ドラッグストアで体を触られた など 

○ 対応 

 ・ 相談者の承諾を得て管轄警察署へ引継ぎ、捜査を開始 

(2)  経済的負担の軽減に資する支援 

○ 茨城県弁護士会との連携強化（11月14日連携協定締結） 

・ 早期に被害者側の弁護士を選定 

・ 適切な法律相談による精神的負担の軽減を経済的負担なく実施 

犯罪被害者及びその家族・遺族
○犯罪によって直接受ける身体的、精神
 的又は経済的被害、負担
○様々な二次的被害（精神的ショック、
 身体の不調、経済的困窮等）

警  察
犯罪被害者等の視点に立ち、被害者が被害
から回復し、社会の中で再び平穏な生活を
営むことができるよう、あらゆる側面から
の支援を推進

(件) 
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【連携イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 精神的被害の回復への支援 

○ 相談者のニーズに合わせた適切なカウンセリング体制の整備 

・ 犯罪被害者支援室の女性警部補が国家資格である「公認心理師」を取得 

(4) 関係機関との相互連携・協力 

○ 性暴力被害者サポートネットワーク茨城における連携・協力 

・ 茨城県医師会、茨城県産婦人科医会、いばらき被害者支援センター、茨城

県と茨城県警察との５者連携 

事例：来院患者が性被害を受けたとの連携病院からの通報 

(5) 県民の理解の増進 

○ 中・高校生を対象とした｢いのちの講演会｣、｢命の大切さを学ぶ教室｣の開催 

  

                             

○ 犯罪被害者支援に関するYouTube動画の配信（11月１日動画配信） 

 

 

 

 

 

・弁護士を頼みたいけど，どうすれば？ 

・取材の人にどう対応したらいいの？ 

・損害賠償請求ってどうするの？ 

・裁判で自分の気持ちをいいたい 

・加害者が「早く示談を」と言ってくる 

などの悩み 

被害者 

弁護士 

・法律相談 

・メディアスクラム対応 

・証人尋問・意見陳述・被害者参加の

サポート 

・損害賠償請求 など 

警 察 
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○ 高齢者等に係る行方不明者発見活動の推進について

１ 行方不明者届受理・生存確認数の推移

(1) 行方不明者全体

○ 行方不明者届受理人数は2,500人前後で推移し、高原状態

(2) 70歳以上

○ 70歳以上に係る受理人数は、年々増加傾向 ○ 生存確認は概ね９割

２ 早期発見活動の強化

(1) 民間通報による発見人数 (2) 行方不明者等情報の配信状況

○ 令和３年中、住民や施設職員

など民間通報による発見は333人

○ 行方不明者等配信件数、ひばりく

ん防犯メール登録者数は年々増加
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行方不明者受理（人） 2,641 2,736 2,511 2,589 2,518 2,611 2,696 2,599 2,407 2,519
生存確認数（人） 1,650 2,117 1,857 1,891 1,968 2,074 2,127 1,913 1,945 1,909
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行方不明者受理（人） 461 487 388 432 474 501 469 596 615 622 441 484
生存確認数（人） 444 348 370 419 453 427 544 572 564 417 424
人口（人） 491,165 506,105 522,744 537,192 541,334 551,711 574,876 597,640 620,703 636,421 649,432 662,500

H29 H30 R１ R２ R３
配信件数（件） 192 215 304 331 347
登録者数（人） 73,446 82,192 87,778 94,921 105,969
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(3) ひばりくん防犯メール配信例

○ 高齢者、年少者、病人など自救能

力がなく、その生命・身体に危険が

生じるおそれがある者

○ 不明となった日時、場所、状況

○ 年齢、性別、体格、人相、所持品

等

○ 早期発見に資する情報を配信

(4) 早期発見に資する自治体の施策

○ ＧＰＳ機器貸出事業 ○ 茨城県おかえりマーク

○ 認知症高齢者等ＳＯＳネットワーク、防災無線等の円滑な活用等

ひばりくん防犯メール配信画面

おかえりマーク（常陸大宮市）

高齢者見守りシューズ例

(概要)

・ 認知症（疑い）により、

徘徊行動（そのおそれ）が

見られる方が対象

・ 登録番号が入ったシール

を靴、衣類等に予め貼付

(概要)

・ 家族等に対し、位置情報

端末機（ＧＰＳ）を貸し出

し

・ ＧＰＳ装着可能なシュー

ズ等に装着

おかえりマーク（ひたちなか市）

位置情報端末機（ＧＰＳ）例

-9-



○ 防犯における自助・共助の裾野拡大について

県民一人一人の自助・共助活動の裾野拡大に向けた取組１

○ 多様な世代の防犯ボランティア活動への参加を促

進

○ 「散歩しながら 「花の水やりをしながら」など」、

日常生活の傍ら防犯の視点をもって子供の見守り等

を行うもの

○ 地域全体の防犯への意識付け

２ 県内で活動する事業者による自助・共助活動の促進に向けた取組

犯罪抑止に特化した、防犯ＣＳＲ活動への取組を促進○

○ 事業活動の傍ら、高齢者等への声かけ・見守り、犯罪抑止パトロール、

広報啓発活動等を行うもの

ながら見守り活動促進ポスター

運送事業者による警戒パトロール移動スーパー事業者による高齢者見守り

試合会場における参加者受付 Twitterでの活動報告例

-10-



○ 迅速かつ的確な初動警察活動の推進について

１ １１０番受理状況

※ １１０番通報受理件数には、いたずら電話、間違い電話等は計上していない。

○ １１０番通報受理件数は、19万件台で推移していたが、令和２年以降減少

○ 本年９月末現在は、約13万５千件で、前年同期比約９千件の増加

・ １日あたり約497件、約２分54秒に１件の割合で受理

・ 携帯電話からの１１０番通報が77.7％を占める。

２ 通信指令システム等の効果的な活用

(1) 通信指令システムを活用した迅速な初動対応

「位置情報通知システム 「カーロケータシステム」等を活用した迅速・的確」

な初動対応

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

0

50,000

100,000

150,000

200,000

110番通報受理件数の推移

受理件数(件) 携帯電話(件) 構成比(％)(件) (％)

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和3年９月末 令和4年９月末

受理件数(件) 193,626 195,310 192,109 172,430 173,956 126,498 135,816

携帯電話(件) 141,832 145,516 143,437 129,706 134,223 97,303 105,587

構成比(％) 73.3 74.5 74.7 75.2 77.2 76.9 77.7

発 生 場 所

通信指令システム等の活用

地域警察官

白バイ

パトカー

警察ヘリ

通信指令室

【効果的な事例】

逮捕監禁事案におい

て、犯人が運転する

自動車内の被害者か

らの通報により、位

置情報を活用して車

両を追跡し、被害者

を無事保護した事例

【好事例】

・ 通報者である女性宅の窓ガラスを割って侵入した元交際相手の男を逮捕し、女性を

無事保護した事案

・ 急病により会話不能となった通報者である高齢男性について、消防と連携し、室内

で倒れているところを無事保護した事案
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(2) １１０番映像通報システムの運用

映像又は画像の情報提供により、現場の状況を視覚的にリアルタイムで把握

し、より迅速・的確な初動警察活動を推進

【 】ＳＭＳ受信画面イメージ

【 】全体イメージ図

【留意事項画面イメージ】

【留意事項画面】

１． 送信する映像等に係る著作権

は放棄していただきます。

２． ＧＰＳ機能を用いて通報者の

位置情報を取得します。

３． 第三者のプライバシーを不当

に侵害することがないよう撮影

をしてください。

４． 映像等の送信に係るデータ通

信料金は通報者の負担となります。

【好事例】

・ 小学校３年生の児童が所在不明となった事案について、通報者から当該児童の写真

の提供を受け、手配を行ったところ、無事に発見保護

・ 遺書めいた手紙を残して女性が所在不明となった事案について、通報者から当該女

性の写真の提供を受け、手配を行ったところ、無事に発見保護
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○ 重要犯罪の検挙について

１ 重要犯罪の認知・検挙状況（過去10年間の推移）

※ 重要犯罪：殺人、強盗、強制性交等、強制わいせつ、放火、略取誘拐及び人身売買

２ 令和４年９月末と令和３年９月末の比較

※ 認知件数は154件で９件の増加

※ 検挙件数は114件で７件の減少

※ 検挙率は74.0％で9.4ポイントの低下

３ 検挙のための取組

(1) 徹底した初動捜査の推進

(2) 捜査員の大量動員と部門を廃した組織捜査

(3) 未解決重要事件の捜査強化（防犯カメラ画像解析やＤＮＡ型鑑定等の科

学捜査の推進）

(4) 戦略的な情報発信活動の推進

○情報提供による検挙例

※ 断片的な情報でも、被疑者検挙に結び付けることが可能

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R3.9 R4.9
認知(件) 284 272 262 248 241 204 235 200 202 199 145 154
検挙(件) 166 170 196 196 187 166 188 164 176 168 121 114
検挙率 58.5% 62.5% 74.8% 79.0% 77.6% 81.4% 80.0% 80.0% 87.1% 84.4% 83.4% 74.0%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%

0

50

100

150

200

250

300

事件種別 通報手段 情報提供内容 捜査の結果
殺人・死体遺棄事件 警察署フリーダイヤル 事件発生から10年後、「元交際相手の家族が犯人かもしれない。」との情報 検挙

持凶器強盗事件 警察署加入電話 犯人の画像公開直後、「元同僚にとても似ている。」との情報      検挙

増減数 増減率 増減数 増減率
154 145 9 6.2 114 121 -7 -5.8 74.0 83.4 -9.4
22 17 5 29.4 20 15 5 33.3 90.9 88.2 2.7
26 17 9 52.9 17 16 1 6.3 65.4 94.1 -28.7
21 10 11 110.0 12 9 3 33.3 57.1 90.0 -32.9
27 16 11 68.8 19 13 6 46.2 70.4 81.3 -10.9
53 84 -31 -36.9 43 67 -24 -35.8 81.1 79.8 1.3

5 1 4 400 3 1 2 200 60 100 -40
略取誘拐及び

人身売買

R4.9末

強盗
放火

強制性交等

茨城
殺人

強制わいせつ

前年比
R4.9末

認知件数 検挙件数 検挙率

R3.9末
前年比

R4.9末 R3.9末 R3.9末
前年比
ポイント
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○ 飲酒運転の根絶について

１ 飲酒運転による交通事故発生状況（過去５年：平成29年～令和３年）

(1) 飲酒事故発生件数・死者数の推移

○ 本年９月末現在の発生件数は62件

で昨年同期と比較し増加

○ 昨年の死者数は10人と前年と比較

し大幅に増加

(2) 死亡事故率比較 (3) 飲酒場所別

、○ 飲酒ありは飲酒なしと比較し、死 ○ 昨年までの飲酒場所は飲食店が最も多かったが

亡事故率は約6.3倍 本年９月現在、自宅が最も多い

２ 飲酒運転の根絶に向けた対策

(1) 飲酒運転者の取締りの徹底と道路交通の場からの早期排除

(2) 飲酒運転の根絶に向けた規範意識の確立

ア 参加・体験型の交通安全教育

イ 各種広報媒体を活用した広報啓発

ウ 「飲酒運転根絶宣言の店」を始めとした関係業界等との連携

977 677

0.91%

1.12%

0.00%

0.20%

0.40%

0.60%

0.80%

1.00%

1.20%

0
200
400
600
800

1000
1200
1400

R3年中 R4.9末

飲酒運転検挙 構成率

検
挙
件
数
（
件
）

構
成
率
（
％
）

54

42 44

26 27
21

18

48
42

32

20
14 11

23

0
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20

30
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50

60

H29 H30 R1 R2 R3 R3.9 R4.9

飲食店 自宅 仕事先 その他
９月末

発
生
件
数
（件
）

16 6 7 4 10 6 5

152

118
107

68
65 47

62

5

10

15

20

0

50

100

150

200

H29 H30 R1 R2 R3 R3.9 R4.9

死者数 発生件数
発
生
件
数
（件
）

死
者
数
（人
）

９月末

【飲酒運転取締り】

飲酒なし 飲酒あり
36,113 510

うち死亡事故 461 42
1.3% 8.2%

発 生 件 数

死 亡 事 故 率

1.3%

8.2%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

約6.3倍

【 】総検挙件数に占める飲酒運転検挙状況
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○ 冬期におけるスリップ事故防止対策について

１ 路面凍結等によるスリップ事故発生状況

(1) スリップ事故発生状況の推移

○ 降雪量に応じ交通事故件数が増

加する傾向にある

(2) スリップ人身事故の特徴（過去５年累計：平成29年から令和３年）

ア 事故類型別構成率 イ 道路形状別構成率

○ 追突が最多 ○ 直線が最多

○ 通常人身事故と比較すると正面衝突、 ○ 通常人身事故と比較すると橋やカーブの構

単独事故の構成率が高い 成率が高い

ウ 時間帯別構成率

○ 朝夕の冷え込みと通退勤時間帯が重なる午前６時

～10時、午後４時～６時の６時間に多発

２ 冬期のスリップ事故防止に向けた対策

(1) 道路管理者と連携した路面凍結防止対策

(2) 各種広報媒体を活用した先行的な情報発信

0.9%

17.5%

63.7%

12.8%
5.1%

9.9%
3.4%

39.8%
45.5%

1.3%
0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

人対車両 正面衝突 追突 相互その他 単独

スリップ

通常人身（スリップ以外）※ 列車事故を除く

【県警公式ツイッターによる情報発信】

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

148 32 12 10 32

うち死者数 1 2 1 - -

2,026 604 288 402 1,164

水 戸 28cm 6cm - - 21cm

つ く ば 20cm 7cm - - 11cm

降雪
合計

物 件 事 故 件 数

人 身 事 故 件 数

0.9% 0.9%
3.0%

17.9%

23.5%

4.3% 3.4% 4.3%

29.5%

9.0%

1.7% 1.7%1.3%

10.8%
14.0%

11.3% 11.2% 11.8%
16.2%

13.3%

5.6%
2.6%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

00 ～

02時

02 ～

04時

04 ～

06時

06 ～

08時

08 ～

10時

10 ～

12時

12 ～

14時

14 ～

16時

16 ～

18時

18 ～

20時

20 ～

22時

22 ～

24時

スリップ

通常人身

（スリップ

以外）

6.4%

24.8%

0.4%

8.1%

17.9%

41.5%
37.8%

15.4%

0.1% 0.8% 3.4%

37.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

交差点 交差点付近 トンネル 橋 カーブ 直線

スリップ

通常人身（スリップ以外）

※ 踏切、一般交通の場所を除く
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○ 多様化する脅威への対策について

１ 技術情報等の流出防止への取組

(1) 情勢

・ サイバー空間、実空間とも技術情報等の流出の脅威は極めて深刻

・ 技術を守るためには、情勢、事例、対策を理解することが重要

(2) サイバー攻撃の事例

ア サプライチェーン攻撃

イ 対策

・ ネットワーク機器、ファームウェア、パソコンの基本ソフト、ウイルス

対策ソフト等を最新の状態にする

・ 関連企業のセキュリティ状況の確認

(3) スパイ工作の事例

ア スパイ工作による技術流出

イ 対策

・ ３つのＳ

① 「Ｓｅｅ」 相手をよく見る

② 「Ｓｔｏｐ」 立ち止まって考える

③ 「Ｓｈａｒｅ」共有する・相談する

営業秘密を不正に領得

接近工作・情報を要求アクセス

〈被疑者〉

大手通信関連会社 大手通信関連会社従業員 情報機関員とみられる男

営業秘密を漏洩

スパイ工作による技術流出の事例
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２ 大規模災害対策

(1) 自然災害の発生状況

台風14号（全国各地で人的・建物被害が発生）

(2) 大規模災害に備えた各種訓練

ア 令和４年度東海村広域避難訓練

イ 茨城県建設業協会との合同救助訓練
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